
東京都消費生活条例（抜粋） 
 平成６年１０月６日

 条 例 第 １ １ ０ 号

（（平成 27 年 3 月 31 日改正）  

第５章 消費者の被害の救済

（被害の救済のための助言、調査等）

第２８条 知事は、消費者から事業者の事業活動により消費生活上の被害を受けた旨の申出があった

ときは、当該被害からの速やかな救済のために必要な助言、仲介によるあっせんその他の措置を講

ずるものとする。

２ 知事は、前項の措置を講ずるため必要があると認めるときは、当該被害に係る事業者その他の関

係人に対し、資料の提出、報告又は説明の要求その他必要な調査を行うことができる。

（東京都消費者被害救済委員会）

第２９条 前条第１項に規定する申出並びに区市町村及び消費者の利益の擁護を図るための活動を

行う法人その他の団体であって知事が別に定めるものの依頼に係る事件のうち、都民の消費生活に

著しく影響を及ぼし、又は及ぼすおそれのある紛争について、その公正かつ速やかな解決を図るた

め、あっせん、調停等を行う知事の附属機関として、東京都消費者被害救済委員会（ 以下「委員

会」という。）を置く。

２ 委員会は、次に掲げる者につき、知事が任命する委員２８人以内をもって組織する。

一 学識経験を有する者 １６人以内

二 消費者 ６人以内

三 事業者 ６人以内

３ 委員の任期は、２年とし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。ただし、再任を妨げ

ない。

４ 特別の事項に係る紛争のあっせん、調停等を行うため必要があるときは、委員会に臨時委員を置

 くことができる。

５ 専門の事項を調査するため必要があるときは、委員会に専門員を置くことができる。

６ 委員、臨時委員及び専門員は、非常勤とする。

７ 委員会は、部会を設置し、紛争のあっせん、調停等を行わせることができる。

８ 委員会は、紛争を解決するため必要があると認めるときは、当事者、関係人等の出席及び資料の

提出の要求その他紛争の解決に必要な調査を行うことができる。

９ 第２項から前項までに定めるもののほか、委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、知事が定

める。

（事件の周知）

第３０条 知事は、紛争の解決を委員会に付託したときはその概要を、当該紛争が解決したとき又は

解決の見込みがないと認めるときは審議の経過及び結果を明らかにして、同一又は同種の原因によ

る被害の防止及び救済を図るものとする。
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（消費者訴訟の援助） 
第３１条 知事は、事業者の事業活動により消費生活上の被害を受けた消費者（以下「被害者」とい

う。）が、事業者を相手に訴訟を提起する場合又は事業者に訴訟を提起された場合で、次に掲げる

要件（都民の消費生活に特に著しく影響を及ぼし、又は及ぼすおそれがあると知事が認めるときは、

第１号に掲げる要件は除く。）を満たすときは、委員会の意見を聴いて、当該被害者に対し、当該

訴訟に係る経費（ 以下「訴訟資金」という。） の貸付け、当該訴訟を維持するために必要な資料

の提供その他訴訟活動に必要な援助を行うことができる。 
一 当該訴訟に係る経費が被害額を超え、又は超えるおそれがあるため、自ら訴訟により被害の救

済を求めることが困難なこと。 
二 同一又は同種の原因による被害を受けた消費者が多数生じ、又は生ずるおそれがあること。 
三 当該被害に係る紛争の解決が委員会の審議に付されていること。 
四 当該被害者が、当該貸付けの申込みの日前３ 月以上引き続き都内に住所を有すること。 
 

（貸付けの範囲及び額） 
第３２条 訴訟資金の貸付けの範囲は、当該訴訟の遂行に要する裁判手続費用、弁護士費用その他訴

訟に要する費用及び権利の保全に要する費用並びに強制執行に要する費用（ 以下「訴訟等の費用」

という。） とし、その額は、規則で定める。 
 
（貸付けの申込み） 
第３３条 訴訟資金の貸付けを受けようとする者は、規則で定めるところにより、知事に申し込まな

ければならない。 
 
（貸付けの決定） 
第３４条 知事は、前条の規定により申込みを受けたときは、委員会の意見を聴いて、訴訟資金の貸

付けの適否及び範囲を決定するものとする。 
 
（貸付利率及び償還期限） 
第３５条 前条の規定により決定された訴訟資金の貸付金（ 以下単に「貸付金」という。）は、無利

子とし、その償還期限は、規則で定めるところによる。 
 
（貸付金の償還） 
第３６条 訴訟資金の貸付けを受けた者（ 以下「借受者」という。） は、その償還期限が到来した

ときは、規則で定めるところにより、速やかに貸付金の全額を償還しなければならない。ただし、

規則で定める要件に該当するときは、知事は、貸付金の即時償還を命ずることができる。 
 
（返還債務の免除） 
第３７条 知事は、前条の規定にかかわらず、借受者が訴訟の結果、訴訟等の費用を償うことができ

ないときその他やむを得ない理由により貸付金を償還することができないと認めるときは、貸付金

の返還の債務の全部又は一部の償還を免除することができる。 
 
（違約金） 
第３８条 第３６条に規定する貸付金の償還を怠った者は、その償還すべき金額に対し、償還期限の

翌日から償還の日までの日数に応じ、年１４．６パ－ セントの割合で計算して得た違約金を支払

わなければならない。ただし、知事が特別の理由があると認めるときは、この限りでない。 
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